
宇宙航空研究開発機構の平成30年度における
業務実績評価の進め方について

資料１

令和元年７月
内閣府宇宙開発戦略推進事務局
総務省国際戦略局宇宙通信政策課

文部科学省研究開発局宇宙開発利用課
経済産業省製造産業局宇宙産業室



・ 独立行政法人は、公共上、確実に実施されることが必要な事務・事業のうち、国が直接実施する必要はないが民
間の主体にゆだねると実施されないおそれがあるものなどを実施。

・ 平成27年４月からは、研究開発の長期性、不確実性、予見不可能性、専門性等の特性から、他の独法とは異なる
取扱いの必要性が認識され、研究開発を主たる事業とする独立行政法人が、新たに「国立研究開発法人」と位置づ
けられることとなった。

・ 国立研究開発法人には、研究開発の特性を踏まえ、独立行政法人とは異なる法制上の措置が与えられる。

国立研究開発法人制度について

企画立案部門

実施部門
国自ら主体となって直接実施しなければ
ならないもの

国

国

民間の主体にゆだねることが可能なもの 民間

民間の主体にゆだねた場合、必ずしも実
施されないおそれがあり、実施されない
ときには、国民生活及び社会経済の安定
等に支障を生じるもの

独立行政法人

（全87法人）
※令和元年６月時点

１

独立行政法人

中期目標管理法人 多様なサービスの提供を通じて、公共の利益を増進する法人

国立研究開発法人
研究開発に係る事務・事業を主要業務とし、研究開発成果の最大化を目的とす
る法人
※ 全府省で27法人（令和元年６月時点）

行政執行法人
国の相当な関与の下に事務・事業を確実・正確に執行することを目的とする法
人



国立研究開発法人審議会等について

➢ 改正独法通則法（平成27年4月施行）に基づき、総務省・文部科学省・経済産業省に国立研究開発法人審議
会を設置。内閣府は、内閣府設置法第38条に基づき、宇宙政策委員会を設置。

➢ 国立研究開発法人審議会の下に、各府省が所管する国立研究開発法人に関する事項を審議する部会をそれぞ
れ設置。内閣府は、宇宙政策委員会令第５条に基づき、ＪＡＸＡの行う研究開発の事務及び事業に関する事
項を調査審議する分科会を設置。

➢ 国立研究開発法人審議会等は、国立研究開発法人に関して、（１）中長期目標の策定・変更等、（２）業務
実績の評価、（３）組織・業務全般の見直しに当たって、科学的知見等に即して主務大臣に助言。
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各府省大臣による
決定

各府省による
協議

（各府省審議会等）
意見とりまとめの
各府省部会・分科会

ＪＡＸＡからのヒア
リング
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業務実績の評価の決定

各府省審議会等の結果を
踏まえて協議し、統一
した評価書を作成

各府省審議会等としての
意見を決定

各府省部会・分科会とし
ての意見をとりまとめ

業務実績等報告書につい
て、ＪＡＸＡよりヒアリ
ング

各委員より意見を提出

業務実績評価のスケジュール（イメージ）

ＪＡＸＡから業務実績等報告書（自己評価書）の提出

３

令和元年度の詳細なスケジュールは別紙のとおり。

※内閣府及び経済

産業省については

、ＪＡＸＡ評価に

係る議決権を分属

の分科会／部会に

委任しているため

、審議会等は開催

しない。



平成30年度業務実績評価の進め方

●昨年度同様に、４府省の国立研究開発法人審議会（内閣府においては宇宙政策委員会）（以下「審議会等」という。）は、各委員

から御意見等を頂くことを主たる目的として開催し、審議会等において評定（Ｓ,Ａ,Ｂ,Ｃ,Ｄ）を付すことはしない。

●委員からの御意見等については、御自身の専門分野の観点も踏まえつつ、原則、ＪＡＸＡの「平成30年度業務実績等報告書」にお

ける自己評定・評価内容を変更する必要があると判断される場合、御意見記入シートに御意見等を御記入いただく。

●なお、評定・評価内容に疑義がない場合でも、必要に応じて、御質問や来年度に向けた課題等を御記入いただく。

４

ⅰ）ＪＡＸＡからのヒアリング

ＪＡＸＡから提出された「平成３０年度業務実績等報告書」に基づきヒアリングを実施。各委員はヒアリング後、御意見記入シートに

御意見等を記入し、各府省部会（内閣府は分科会） （以下「部会等」という。）事務局が指定する日までに事務局宛に提出いただく。な

お、ＪＡＸＡの業務に係る機微な情報が含まれるため一部非公開にてヒアリングを行う。

ⅱ）ヒアリング結果のとりまとめ

部会等委員から提出された御意見等を事務局において集約し、部会等の意見としてとりまとめたのち、審議会等の意見として各府省そ

れぞれが決定する。

ⅲ）評定の決定

評価書の内容について審議会等で決定された御意見を踏まえ、４府省で協議し、主務大臣として統一した評価書を作成する。なお、審

議会等において御意見として評定案が示されている場合においても、主務大臣間の調整により反映されないことがある。

※評価書の作成方式

昨年度同様、独立行政法人の評価に関する指針（平成26年９月２日総務大臣決定、平成31年３月12日改訂）Ｖの「４ 共管法人の取扱

いに関する事項」において「評価手続の重複を排除するなど、効率的な評価に努めるものとする。原則として、法人の年度評価、見込評

価、期間実績評価などの各評価について一つの評価書を作成するものとする。」とあるとおり、主務大臣間で調整の上、各府省統一の評

価書を作成する。



平成30年度JAXA業務実績ヒアリングについて

５

（ヒアリングの開催）
● ヒアリングは、JAXA業務実績の評価に係る効果的かつ効率的な業務運営を目的に、JAXAを所管する内閣府、総務
省、文部科学省及び経済産業省の合同で開催する。

（ヒアリングの構成）
● ヒアリングの構成員は、内閣府の宇宙政策委員会国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構分科会委員並びに総務
省、文部科学省及び経済産業省の国立研究開発法人審議会宇宙航空研究開発機構部会委員（以下、「委員」という。
）とする。

● ヒアリングの事務局は、内閣府宇宙開発戦略推進事務局、総務省国際戦略宇宙通信政策課、文部科学省研究開発
局宇宙開発利用課及び経済産業省製造産業局航空機武器宇宙産業課宇宙産業室が行うものとする。

● ヒアリングの議事進行については、事務局が対応する。

（ヒアリングの傍聴）
● ヒアリングを傍聴しようとする者は、あらかじめ、事務局の登録を必要とする。
● 前項の登録を受けた者（次項において「登録傍聴人」という。）は、事務局が許可した場合を除き、ヒアリング
の開始後に入場し、又はヒアリングを撮影し、録画し、若しくは録音してはならない。

● 登録傍聴人は、前項に規定する行為のほか、ヒアリングの進行を妨げる行為をしてはならない。

（ヒアリング資料の公表）
● 事務局は、ヒアリングにおいて配布された資料を公表する。ただし、機微な情報に係る案件、その他審議の円滑
な実施に影響が生じるものとしてヒアリングを非公開とすることが適当と考えられる案件については、事務局が委
員に諮り、当該資料を非公表とすることができる。

（議事録の公表）
● 事務局は、ヒアリングの議事録を作成し、これを公表する。ただし、ヒアリングを非公開とする場合または議事
録を非公開とすることが適当と考えられる場合は、事務局が委員に諮り、議事録の一部または全部を非公表とする
ことができる。



昨年度からの主な変更点

６

（１）評価単位の改定

平成30年度から第４期中長期目標期間（～令和６年度）が開始したこと等をうけて、ＪＡＸＡに対する主務大臣が行
う評価の評価単位が改定。改定後の評価単位は資料３のとおり。

（２）年度計画
平成31年２月１日付けで、イプシロンロケットのH３ロケットとのシナジー対応開発における計画変更に伴う変更が

行われた。また、平成31年３月26日付けで、平成30年度補正予算の使途を特定するための変更等が行われた。

（３）評価に関する指針（「独立行政法人の評価に関する指針」（平成26年９月２日総務大臣決定、平成31年３月12日改訂）

評価自体が目的化し、評価が主務大臣や法人の長による業務運営やマネジメントに十分には活用されていない状況を
受けて、主務大臣が行う評価が法人の業務運営をより良いものとするための材料としてより一層効果的・効率的に機能
し、活用されるようにすることを目的とした改定。

主な改定点は以下の通り。

・ 効果的・効率的な法人評価の推進

年度評価において、自己評価が「Ｂ」であり、主務大臣による評価で自己評価及びその評価理由が妥当であると
判断された場合は、「評定に至った理由」として「自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた」
旨の記載で足りるものとする。

・ 自己評価単位の柔軟化

従来、年度計画等に定めた項目ごとに各事項を記載することとされていた自己評価について、法人自身による業
務の改善により活用しやすくするため、法人の事務・事業の性質・内容等に応じて各事項を区分することとした。
ただし、法人が行う自己評価と主務大臣が行う評価の対応関係を明確にするため、評定及び当該評定を付した理由
については、中長期目標に定めた項目ごとに明らかにしなければならない。

※なお、ＪＡＸＡについては、平成30年度の業務実績評価における自己評価と主務大臣が行う評価はともに中長期
目標の項目を評価単位としている。



平成３０年度業務実績評価のスケジュール（詳細） 別紙

【ＪＡＸＡからのヒアリング】

【部会等の意見のとりまとめ】

内閣府ＪＡＸＡ分科会（第12回）
日時：７月29日（月） １０：００～１２：００

総務省ＪＡＸＡ部会（第17回）
日時：７月24日（水） １５：００～１８：００

文部科学省ＪＡＸＡ部会（第15回）
日時：８月１日（木） １３：００～１６：００

経済産業省ＪＡＸＡ部会（第11回）
日時：７月26日（金） ９：００～１２：００

【審議会等の意見の決定】

総務省国立研究開発法人審議会（第10回）
日時：８月５日（月） １５：００～１６：３０

文部科学省国立研究開発法人審議会（第15回）
日時：８月６日（火） １５：００～１７：００

※内閣府及び経済産業省については、ＪＡＸＡ評価に係る議決権を分属の分科会／部会に委任しているため、

審議会等は開催しない。 ７

（４府省合同で開催）

平成30年度ＪＡＸＡ業務実績ヒアリング（第１回）
日時：７月３日（水）１３：００～１８：００

平成30年度ＪＡＸＡ業務実績ヒアリング（第２回）
日時：７月５日（金）１３：００～１８：００


